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本市の地球温暖化対策の概要 

 

１．地球温暖化を取り巻く本市の状況 

2021年４月、国は2030年の温室効果ガスの排出量を2013年比で46％減とする中期目標を

掲げました。このため、本事業では、国の新たな削減目標を考慮しつつ、本市における意欲的な

再エネ導入目標を設定する必要があります。 

また、本市では「ゼロカーボンシティ」の宣言を2021年３月に行い、本市、事業者、市民な

どが温室効果ガスの排出を自分ごととして捉え、連携して地球温暖化対策に取組むことを目指し

ています。本事業で得られた基礎情報を基に再エネ導入目標を設定し、地方公共団体実行計画（区

域施策編）の策定を予定しています。 

 

２．本市における環境関連の計画策定状況 

本市では、2018年３月に「丸亀市環境保全率先実行計画」を改定し、市の所管する全施設

（指定管理を含む）を対象とし、2016年比で2030年までに温室効果ガスの総排出量を

37％削減することを目標に、温室効果ガスの削減に取組んでおり、総排出量は減少傾向にあり

ます。 

また 2021年に市庁舎を新築し、地中熱利用システム、太陽光発電、ライトシェルフにより

自然光の利用等を建物設備に取り入れており、温室効果ガスの大幅な削減が見込まれます。 

 

（１）第二次丸亀市総合計画後期基本計画（2022年 3月） 

本市では総合計画後期基本計画の中で、社会潮流と本市への影響として「人口減少・少子高

齢化の進行」、「地方分権の進展と地方創生の深化」、「「安全・安心」への関心の高まりと

地域のつながりの重要性」、「感染症対策の推進」、「社会全体のデジタル化への対応」、

「ＳＤＧｓの推進」の６つを挙げています。 

また、「豊かで暮らしやすいまち丸亀」を目指すべきまちの姿として掲げ、５つの基本方針

を定めています。その基本方針の１つ「安心して暮らせる」まちを実現するため、「環境に配

慮した社会づくり」、「災害に強い都市基盤の整備」に向けた様々な施策に取組んでいます。 

 

（２）丸亀市第二次環境基本計画（後期計画）（2022 年 3月） 

上記の総合計画に関連し、環境基本計画の中では「自然と歴史が調和し市民がつくる田園文

化都市」を望ましい環境像に掲げ、その実現に向け計画を推進するため、３つの「基本的方

向」及び７つの「基本目標」を設定しています。 

基本的方向Ⅰでは「環境負荷の少ない持続可能な社会の実現を目指す」、さらに基本目標４

では「脱炭素社会の構築」を掲げ、再生可能エネルギーの導入や地球温暖化対策に取り組んで

います。 

資料３ 
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３．本市における地域資源 

（１）地域資源 

本市は、高速交通網や JR 等による高い交通利便性を有しており、この立地条件を活かして

製造業や商業施設が集積、中心部には都市機能が集約しており利便性の高いまちです。市民へ

のアンケート調査でも、55.6％の方が『買い物など日常生活が便利』、79.4%の方が『これ

からもずっと住み続けたい』と回答しています。 

本市は温暖で雨が少なく日照時間が長い。また、大規模なため池が多いことも特徴であり、

未利用水面を利用した太陽光発電も期待できます。 

中心市街地に位置する大手町地区は、公共公益機能が集積したシビックゾーンとして、大規

模再編事業が進められており、先進的な脱炭素化事業を実施する好機にあります。 

 

（２）再生可能エネルギーの導入ポテンシャル 

自治体再エネ情報カルテによると本市における再生可能エネルギー（電気・熱）の導入ポテ

ンシャル及び導入実績は次表のとおりです。本市における再生可能エネルギーの導入量は、

78,952.907MWh/年と導入ポテンシャル量の僅か3.8％となっており、地域特性を活かし

た再生可能エネルギーの導入に全市をあげて取り組む必要があります。 
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４．本市における地域課題 

（１）地域経済の低迷 

本市にとって、少子高齢化に対する取組は急務です。2000年をピークに出生数は減少傾

向にあり、2018年には年間900人を下回り、2000年から比較すると300人以上減少し

ています。一方、2020年の65歳以上の人口割合は29.5％であった。この傾向は今後も継

続していくと見られ、2060年には高齢化率は35.3％まで上がると見込まれることから、少

子高齢化による地域経済の低迷が課題となっています。 

 

（２）大規模災害のリスク 

2018年７月の西日本豪雨や台風24号等の影響による丸亀城石垣崩落など、頻発する大

規模自然災害に対して、安全で安心なまちづくりが求められています。昨今の国内の災害を見

ると、大規模な地震や水害などの自然災害は、いつ何時、どこで起きてもおかしくないという

状況です。本市として災害への備えを推進するため、公共施設や市内の各住戸への太陽光及び

蓄電池設備導入を促進し、災害時における民間等との応援体制の強化など、災害に強いまちづ

くりを推進していく必要があります。 

 

（３）公共施設の総合管理 

公共施設等の老朽化対策は、本市でも重要な課題の一つです。中・長期的なまちづくりの視

点に立った持続可能な公共施設等のあり方として、効率的な整備導入と管理運営の改善を行う

ことで、市民が安心安全に、そして快適に公共施設等を利用できる環境整備が必要です。 

 

５．予定している地球温暖化対策事業 

（１）再生可能エネルギー導入目標の策定 

本市では２０５０年までに温室効果ガスの排出量実質ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ」

を２０２１年３月に宣言し、市、事業者、市民などが連携して地球温暖化対策に取組むことを

目指しています。 

「ゼロカーボンシティ」の達成に向けて、本市、事業者、市民等の各主体が連携して地球温

暖化対策に取り組むことが必要であり、再生可能エネルギーの導入目標及び施策の方向性を明

らかにするとともに、目標達成の具体的なビジョンを策定します。 

【再生可能エネルギー導入目標の策定】にあたっては、「令和３年度（補正予算）二酸化炭

素排出抑制対策事業費等補助金（地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づ

くり支援事業）」の「２０５０年までの脱炭素社会を見据えて再生可能エネルギーの導入目標

を策定する事業（第１号事業の１）」を活用して実施します。 

導入目標の策定にあたっては、以下の項目について整理・検討を行います。 

①上位計画、関連計画及び地域特性の整理 

②将来の温室効果ガス排出量に関する推計 

③アンケート調査（市民2,000部、事業者・関係団体300社） 
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④再生可能エネルギーポテンシャルの調査 

⑤2030年度、2050年にむけた将来像及びロードマップの策定 

⑥再生可能エネルギー導入目標の設定及び実現に向けた必要な政策及び指標の検討 

⑦再生可能エネルギー導入のための事業スキーム検討 

 

（２）地方公共団体実行計画【区域施策編】の策定 

2050年までに温室効果ガスの排出量実質ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ」の実現に

向けては、本市だけの取組だけではその実現が難しいことから、市民・事業者・本市が一体と

なって地球温暖化対策に取組む必要があります。各々の役割に応じて取り組むべき対策と進行

管理の方法を示し、パリ協定やSDGsの採択後における世界の潮流を踏まえ、市内の温室効

果ガス排出量削減の取組を総合的かつ計画的に推進することを目的として、地方公共団体実行

計画【区域施策編】を策定します。 

 

（３）丸亀市太陽光発電設備導入可能性調査の実施 

2050年の温室効果ガス実質ゼロの達成に向けて、再生可能エネルギーの中でも実効性の

高い太陽光発電等の導入を加速化させるため、まずは率先して本市の公共施設に太陽光発電等

を導入していくことを目的に、導入可能性調査を実施します。 

 

（４）脱炭素に関する取組事例 

以下に国が示す「地域脱炭素ロードマップ」に基づく重点対策における取組事例を紹介しま

す。 

今後、本市の実情や地域性等を踏まえ、事例等を参考に丸亀市ゼロカーボンシティの実現にむ

けた施策を検討していきます。 

 

【家庭部門】 

 住宅・建築物の省エネ性能等の向上  

家庭の最大の排出源の一つである冷暖房の省エネと、健康で快適な住まいの確保のた

めに、住宅の断熱性等の省エネ性能や気密性の向上を図る。 
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【産業・業務部門】 

 公共施設など業務ビル等における徹底した省エネと再エネ電気調達と更新や改修時の

ZEB化誘導  

業務ビル等において、省エネの徹底や電化を進めつつ、二酸化炭素排出係数が低い小

売電気事業者と契約する環境配慮契約を実施するとともに、再エネ設備や再エネ電気を

費用効率的に調達する。改修・更新に際しては、2050年までに継続的に供用されるこ

とを想定して、省エネ性能の向上を図り、レジリエンス向上も兼ねて、再エネ設備や蓄

エネ設備を導入し、ZEB化を推進する。 

 

 

 

 

 

 

（取組例） 公共施設のZEB化  

（上郡町新庁舎 設計時ZEBready、運用時には実質NearlyZEB を達成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 屋根置きなど自家消費型の太陽光発電 

建物の屋根等に設置し、屋内・電動車で自家消費する太陽光発電を導入する。 
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（取組例）公共施設（小中学校65校）へPPA事業による太陽光・蓄電池導入（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取組例）ソーラーカーポートを活用した庁舎のZEB化事例（佐賀県小城市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地域共生・地域裨益型再エネの立地 

一次産業と再エネの組み合わせ、土地の有効活用、地元企業による施工、収益の地域

への還元、災害時の電力供給など、地域の環境・生活と共生し、地域の社会経済に裨益

する再エネの開発立地を費用効率的に行う。 

 

 

 

 

 

【太陽光発電設備】 

1 校当たり平均60kW 

【蓄電設備】 

1 校当たり平均20kWh 

【CO2削減量】 

1 校当たり約20％のCO2削減 

全体で 1,700t-CO2の削減 

ソーラーカーポートを活用した
ZEB事例（佐賀県小城市） 
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（取組例）遊休地や営農地を活用した再エネ導入（埼玉県所沢市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【運輸部門】 

 ゼロカーボン・ドライブ （再エネ電気×EV/PHEV/FCV） 

再エネ電力とEV/PHEV/FCVなどの次世代自動車を活用する「ゼロカーボン・ドライ

ブ」を普及させ、自動車による移動の脱炭素化を図る。動く蓄電池等として、災害時には

非常用電源として活用し地域のエネルギーレジリエンスを向上させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取組例） 再エネを活用したEVカーシェアリング（小田原市）  
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【まちづくり】  

 コンパクト・プラス・ネットワーク等による脱炭素型のまちづくり 

都市のコンパクト化やゆとりとにぎわいあるウォーカブルな空間の形成等により車中

心から人中心の空間へ転換するとともに、これと連携した公共交通の脱炭素化と更なる

利用促進を図るとともに、併せて、都市内のエリア単位の脱炭素化に向けて包括的に取

り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取組例） スマートコミュニティ（上図：宇都宮市、下図：仙台市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宇都宮市 駅周辺地区の整備計画 

 

・LRT の導入 

・電気自動車の普及促進 

・シェアサイクルの利用促進 

・コージェネレーションシステムの導入 

・太陽光発電の導入促進 

・地中熱利用冷暖房システム 

・災害に強いエネルギーシステム 

「災害に強く、地球にやさしい脱炭素まちづくり」がコンセプトのエコモデルタウン『グリーン・コミュニティ田子西』（宮城県仙台市） 
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【廃棄物部門】 

 資源循環の高度化を通じた循環経済への移行 

プラスチック資源の分別収集等、食品ロス削減推進計画に基づく食品ロス半減、食品

リサイクル、家庭ごみ有料化の検討・実施、有機廃棄物等の地域資源の活用、廃棄物処

理の広域化、集約的な処理を地域で実践する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取組例）食品ロス削減対策 （姫路市） 

姫路市では、「姫路市食品ロスもったいない運動推進

店」に登録している食品ロス削減に取り組む市内の食品関

連事業者と消費者をつなぐ食品ロス削減マッチングサービ

ス「Utteco（売ってエコ） Katteco（買ってエコ）」を

開設。 

スーパーやパン屋などの小売店、レストラン、カフェ

が、余った食材や売れ残りそうな食品や食材を格安価格で

出品登録し、消費者は本サービス上でお得な希望商品を購

入予約することで、食品ロスの削減を図っています。 
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６．令和4年度の事業予定 

令和4年度の事業スケジュールは以下のとおりです。 

調査・検討項目等 
令和４年 令和５年 

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

①上位計画、関連計画及び地域特性の整理   
 

         
      

②将来の温室効果ガス排出量に関する推計             
      

③アンケート調査             
      

④再生可能エネルギーポテンシャルの調査             
      

⑤2030年度、2050年にむけた将来像及びロードマップの策定             
      

⑥再生可能エネルギー導入目標の設定及び実現に向けた必要

な政策及び指標の検討 
            

      

⑦再生可能エネルギー導入のための事業スキーム検討             
      

⑧導入目標達成に向けた推進体制の検討             
      

⑨丸亀市環境審議会等の開催    ●      ●   
 

● 
 

 
  

⑩成果報告とりまとめ             
      

業務委託期間：2月14日まで 


